たごです。

１０月６日から群馬県太田市教育委員会学校指導課の五位野氏とメールや電話によるコンタクトをとっていて、やっと区切りがついたので、その内容について報告します。
群馬県太田市の教育委員会へ送信したメール2008年10月6日送信
突然のメール申し訳ありません。
私は、京都にある同志社大学の学部３年次生の田後勇希（タゴユウキ）と申します。
このたび、大学の調査の中で、群馬県太田市について気にかかっていることがございますので、
質問させていただこうと連絡させていただきました。
 

質問の内容は、太田市のバイリンガル教員についてです。

というのも、私共は現在、ISFJという日本学生政策学会に所属しており、
そこでの研究発表のテーマを、『日系ブラジル人の教育問題』としたためです。
主な先行事例を検索してみると、太田市のバイリンガル教員のことが非常に顕著な例として
出てまいりました。バイリンガル教員が非常に効果的であるということは、様々なメディア・学校関係者のお話から知ることができました。
 

しかし、そこで同時に疑問が浮かびました。何をもって効果的としているのか、ということです。
 
生徒の日本語の試験の成績が上がったから？
従来と比べて高校への進学率が上がったから？
不就学・不登校になる割合が減ったから？
 

様々な憶測がでました。しかし、身の回りの研究書・新聞データベース・資料を調べても、
これを明確にしてくれるものはありませんでした。
 

「効果的」とはどういう基準であるのか、またその基準を明らかにするデータがあれば、
私共にデータを公開していただくことは可能なのでしょうか。
（例えば、もしも「進学率が上がった」ということが「効果的」を意味しているならば、
バイリンガル教員を採用する前の日系ブラジル人の高校進学率と、採用後の
それを比較したデータ・表・グラフなどがあって初めて「効果的」といえると思います。
そういったデータの公開をお願いにご連絡させていただきました。）
突然の依頼誠に恐縮ですが、可能でしたらよろしくお願いいたします。
 

同志社大学　社会学部　教育文化学科　３回生　　　　　
田後　勇希
群馬県太田市教育委員会からの返信2008年10月15日返信
田後　勇希　様
　こんにちは。このたびは、太田市の外国人児童生徒教育に対する取組に興味をもたれたということで、感謝申し上げます。本市は平成２０年９月現在で、人口２１万人、その内外国人登録者数は約８７００人（全人口の４％）、その中では南米出身者（主にブラジル出身者）が５５％をしめています。こうした外国人登録者数の増加に伴い、その子女も増加し、現在４９９名（小学校３３８名、中学校１６１名）の児童生徒が太田市内の公立小中学校に在籍しています。またいわゆる出稼ぎのみならず、定住化の傾向も強まり、日本の学校への適応、日本語の習得、上級学校への進学等が課題であります。

　本市では、平成１６年に「定住化に向けた外国人児童生徒の教育特区」の認定を受け、特別免許授与手続きの簡素化・迅速化、及び市町村負担教職員任用の容認に関する規制の特別措置により、平成１７年度より正式にバイリンガル教員制度を取り入れております。ただし現在本制度は、規制緩和措置の全国化に伴い、特区認定取り消し（平成１８年７月）となっております。

　取組の一環として、外国人児童生徒教育ブロック別集中校システムを取り入れ、市内の小中学校を８ブロックに分け、各ブロックに数校の外国人児童生徒指導教室（国際教室１４学級）を設置し、県費負担による加配教員（日本人教師１４名）とバイリンガル教員（８名）、及び日本語指導助手（１６名）がそれぞれのブロックでチームを組んで、外国人児童生徒の学校適応、日本語指導、教科学習を行っており、今年で４年目を迎えております。その結果、子ども達の多様な実態に応じたきめの細かい指導が可能となり、子ども達の少しずつ着実な伸びが見られるようになってきました。（高校進学率については下図参照）
	
	高校進学者
	外国籍卒業者数
	高校進学率

	　平成１４年度
	　　８
	　　１６
	　　　５０％

	　平成１５年度
	　　１６　
	２６
	　　　６２％

	　平成１６年度
	　　１０
	　　１３
	　　　７７％

	　平成１７年度
	　　１９
	　　２９
	　　　６６％

	　平成１８年度
	　　２６
	　　３０
	　　　８７％

	　平成１９年度
	　　２９
	　　３５
	　　　８３％


また母語の分かるバイリンガル教員が常時学校にいることで、児童生徒のトラブル差の際の迅速な対応が可能となったり、保護者との意思疎通に貢献したりと、学校と児童生徒および保護者の間のより充実した関係の構築に寄与しています。
　さて「何をもって効果的としているのか」という点ですが、いただいたメールの中で
>生徒の日本語の試験の成績が上がったから？
>従来と比べて高校への進学率が上がったから？
>不就学・不登校になる割合が減ったから？
といった憶測を述べられていますが、１番目の「日本語の試験」について以外は、その成果の一つであるといえるものだと思います。「日本語の試験」がたとえば日本語能力試験をさしているのだとすると、子どもにとっては難易度が高く、受検地も遠いため、受けることが難しいといえます。高校進学率は上図のとおり向上しており、大きな成果の一つであるといえます。また不就学・不登校については、平成１７・１８年度に、文部科学省による不就学外国人児童生徒支援事業を受け、バイリンガル教員、学校指導課指導主事等を調査員として太田市全体の就学年齢の外国人を対象にした調査（７８４名対象）を行い、外国人学校を含む学校就学者５９８名、帰国、転居等による居所不明１８１名、不就学５名という結果を得ました。この５名は全て中学校就学年齢であり、このうち２名は他県に転居し、２名は就学相談の後に学校に就学し、１名は不就学のまま就学年齢を終えました。今年度は、バイリンガル教員や日本語指導助手が就学時健康診断前に小学校就学予定の外国人児童の家を一軒一軒家庭訪問し、就学にあたっての相談や就学時健康診断時の注意点などについて話をしています。その結果、順調に就学時健康診断が実施されています。*
　何をもって「効果的」とするかについては、高校進学率のようなデータとして提示できるもの以外に、一言では表現できないものが多くあります。たとえば外国との習慣や文化の違いによるトラブルの解決、日本語指導や学習指導の際の母語による支援、保護者との意思疎通の向上等様々な効果があると思いますが、これらはなかなかデータでは表せないものです。こうした状況を踏まえて本市の取組をご理解いただけると幸いです。なお、ご不明の点がありましたら下記担当あてにお問い合わせくださいますようお願いします。

*******************************************
太田市教育委員会 学校指導課
指導主事　五位野 高吏
（GOINO　Takashi)
 〒370-0495 太田市粕川町520
 TEL:0276-20-7084
 Fax:0276-52-6051
 Email:goino02523@mx.city.ota.gunma.jp
*******************************************
たごの見解
やはり、母体数の少ない進学率のデータを根拠として効果的としていたらしい。想定していたけど、やっぱりそのほかの基準で日本語能力がUPしたとかいうのを示しにくい。データで表せないから。そして、やっぱりこの試みが始まってまだ全然年月がたってないから、調査が入る余地が今のところないというのが実情ではないか、と感じた。
群馬県太田市の教育委員会へ送信したメール②2008年10月15日送信
先日、バイリンガル教員に関する質問を遅らせていただいた者です。
丁寧なご回答ありがとうございました。

もう１点気にかかることがありますので、読んでいただければ幸いです。

それは、ブロック別集中校についてです。
（ブロック別集中校についても、関連して調査しておりましたのでインターネットや新聞で公開されている程度の知識はあります。）

ブロック別集中校を設置すると、他の外国人集住都市会議参加している例で言うと、浜松市などで行われている加配制の教員派遣よりも、人権費が少ない・教員同士の連携が取れるといった、様々なメリットが考えられると思われます。

ここからが質問内容なのですが、一方で、ブロック別集中校を設置するデメリットというものはないのでしょうか？

ブロック別集中校という制度が近年開始したということもあり、ブロック別集中校を紹介したりしているだけで、積極的にそれを対象として調査している研究も論文も見つけることは出来ませんでした。

私たちは、日系ブラジル人の方々によりよい教育を提供するためにはどうすればいいのかということを考えております。恐縮ながら、現在は太田市の施策が有効であるという見方は納得できますが、他府県の教育政策・さらには海外の教育政策も目を通し、もっとよい方法はないかということを模索中です。

ご協力いただけましたら幸いです。
同志社大学　社会学部教育文化学科３回生　
田後　勇希

太田市教育委員会からの返信②10月15日返信
田後　勇希　様

太田市教委の五位野です。
私見ですが回答させていただきます。

ブロック別集中校システムを取ることにより、指導者間の連携が密になる
反面、いくつかのデメリットもあると考えます。

①指導者の移動にかかる時間的ロス
②移動にかかる経費負担（現在では市の補助はありません）
③三者が同時に各校を移動して指導にあたるため、指導者のいない間、
児童生徒は在籍学級での学習を余儀なくされる

特に③に関しては、できるだけ多くの時間指導にあたりたいという
指導者の願いが反映し、学校間移動の回数が減りつつある現状がある
ようです。

以上、考えられるデメリットをあげてみました。

以後、もしよろしければ直接お電話をいただければ、口頭でお答え
できることも多いと思いますので、よろしくお願いいたします。

五位野
･･･というわけで、電話してみた。（回答：五位野氏）

太田市の税金を在日ブラジル人へ投じるのは市民の了解が得られるのですか？

ブラジル人であろうと、日本人であろうと、太田市民であることには変わらないという立場でいます。日系ブラジル人という太田市民が教育を受けられず苦しんでいるのであるから、援助する必要があります。公立学校での一般の日本人生徒への支援も行っているので、「えこひいきだ」といったような市民からの反発はありません。

では在日ブラジル人の日本語教育は、正義心から起こった制度ですか？それとも、市として何らかの利益も見込んで制定したのですか？
→確かに、犯罪率の減少などの付随的なメリットは考えられますが、何かの利益を想定して行っているものではありません。その利益が、本当に教育によって出されたものかどうかも分かりませんしね。先ほどもいったように、教育を太田市のすべての子どもたちに与えることを目的としています。実際、バイリンガル教員の制度なども、太田市長が学校を視察した際、全く授業についていけないブラジル人の子供たちを見たことがきっかけで

市長が制定しました。

バイリンガル教員・加配教員などが取り出し授業を行うとき、日系ブラジル人の子どもたちのカリキュラムなどはどのようにしているのでしょうか？
→カリキュラムはありません。一応指導案や教材などはありますが、こちらもほとんど活用できていないというのが実情です。なぜなら、取り出し授業は、授業についていけない子供たちを、通常クラスにもどすことを目的としているからです。学力・語学力がさまざまな子供たちに、一定のカリキュラムや教材を使うのは無理があります。実際の教育の全ては加配教員などの裁量に任され、支援するという形をとっています。
